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プロジェクト課題

背景・目的
電気事業では、需要家側での様々な負荷平準化策に取り組んでいる。一方、需給両面で

経済性やエネルギー利用効率の最大化を目指したエネルギーマネジメントシステムを活用
したデマンドレスポンス（DR）プログラムが、近年米国で運用され始めた。

本課題では、DR プログラム適用時における、各種需要家のピーク負荷削減効果および
系統負荷・発電コストへの影響を明らかにするとともに、実際のオフィスを対象とした
DR プログラムの制御試験を通じて、快適性など経済性以外の課題について分析する。

主な成果
1．業務・産業需要の DR ポテンシャルの評価

アンケート調査に基づき、関東圏の業務・産業需要家に対する DR プログラムの
負荷削減ポテンシャルを推計した。負荷削減ポテンシャルを事業所種別でみると
500kW以上の工場が大きい。方策別では、生産プロセスの一部停止、居室空調の温度
設定変更や停止、照明の消灯もしくは間引き点灯の削減率が高い（図1）。また、需要
家が希望する金銭的インセンティブは、対象地域全体で約100万kW の負荷削減を実
施する場合で1,257円/kW（夏季平日3時間）となることなどを明らかにした［Y10020］。

2．米国における家庭用DR パイロットプログラムの評価
米国で実施された家庭用DR のパイロットプログラムでは、ピーク削減効果は 10 ～

20%程度が多く、特に緊急ピーク時料金（Critical Peak Price, CPP）＊1 を課し、セン
トラルエアコンを保有するような需要規模の大きい家庭でサーモスタットなどの自動
制御技術を有する場合の削減効果が大きい。ただし、CPP などのダイナミック料金の
家庭用需要家への導入には心理的な抵抗感の克服といった課題があり、代わりに需要
家が受け入れやすいピークタイムリベート＊2の導入例が増える可能性もある［Y10005］。

3．DR プログラムの導入がわが国の発電コストに与える影響の分析
全国大の電源を対象とした長期電源構成モデルを用いて、夏季最大3日のピーク時

間帯（13 ～ 16時）のみ発動して最大需要を抑制する DR プログラムの発電コストへ
の影響を評価した。その結果、平均発電原価はピークカット率αの増加に伴って減少
し、α=1.0％時点では DR を導入しない場合に比べて 0.19％程度減少すること（図2）、
最大需要を追加的に 1kW削減することによる発電コストの回避可能原価は平均8,500
円/kW程度で、おおよそ LNG火力発電所の建設単価の年経費相当となった［Y10021］。

4．オフィスにおけるデマンドレスポンス制御試験
2箇所のオフィスを対象に、夏季ピークカット型の空調制御試験を行い、省電力効

果と労働者の温熱快適性の関係について分析した。その結果、温熱快適性の点から見
た労働者が受容可能な制御レベルが両オフィスで違うこと、労働者の温冷感の違いな
どにより異なる傾向がでることから、PMV と作業効率感の相関は一概に言えないと
いうことがわかった（図3）［Y10040］。

デマンドレスポンスの評価
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*1：緊急ピーク時料金とは、需給逼迫の予想される日の緊急ピークの時間帯において、通常の 4～7 倍の料金を設定する料

金メニューである。 
*2：ピークタイムリベートとは、需給逼迫の予想される緊急ピークの時間帯において、需要を一定の基準量（ベースライン）

から削減した需要家に対し、削減量に応じて高い価格で払い戻しをする仕組みである。 
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図 1 業務・産業需要家に対する DRプログラムのピーク時間帯電力需要の負荷削減率（方策別） 

図 2 平均発電原価と平均年負荷率 

（評価期間 2010～2040年度の平均） 

平均発電原価は下記の式に基づいて算出した。 
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ここで、 
 RRT ：T 年度の現在価値換算係数 
 TCT ：T 年度の発電コスト（円） 
 PET ：T 年度の発電電力量（kWh） 
 

図 3 PMVと作業効率感の関係 

PMV（Predicted Mean Vote,予測平均温冷感申告）は温

熱環境評価指標の一つであり、-3 が寒い、+3 が暑い、

0 が熱的中立を表し、快適範囲は、PMV が±0.5 以内

とされる。 
No-event：非制御日（予想最高気温 31℃未満） 
Proxy-event：制御日で空調機の制御をしない場合(設定

温度は労働者任せ) 
Event-U：制御日で空調機の設定温度を 27℃で 20 分，

26℃で 10 分を繰り返して制御する場合 
Event-K：制御日で空調機の設定温度を 28℃に固定し

て制御する場合 
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図1　業務・産業需要家に対するDRプログラムのピーク時間帯電力需要の負荷削減率（方策別）

図2　平均発電原価と平均年負荷率
（評価期間2010 ～ 2040年度の平均）
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＊ 1　緊急ピーク時料金とは、需給逼迫の予想される日の緊急ピークの時間帯において、通常の 4～ 7倍の料
金を設定する料金メニューである。

＊ 2　ピークタイムリベートとは、需給逼迫の予想される緊急ピークの時間帯において、需要を一定の基準量
（ベースライン）から削減した需要家に対し、削減量に応じて高い価格で払い戻しをする仕組みである。

02-3環境.indd   73 11/06/14   17:19


	電力中央研究所の組織
	目　　次
	1.研究活動概要
	プロジェクト課題

	2.主要な研究成果
	プロジェクト課題
	原子力技術
	圧力容器の照射脆化と健全性評価
	S C C 現象の解明と健全性評価
	配管減肉・減肉耐震評価
	機器・配管および電気計装品の劣化診断
	リサイクル燃料の輸送・貯蔵
	高レベル放射性廃棄物処分
	低レベル放射性廃棄物処分
	原子力土木構造物の耐震裕度評価
	金属燃料サイクルの実用性評価
	低線量放射線影響の機構解明
	合理的放射線安全確保

	電力安定供給技術
	変電・地中送電設備の劣化診断・高経年運用
	送電設備の風雪塩害評価
	P C B 汚染変圧器の簡易処理・計測技術
	配変電設備の戦略的災害復旧支援
	I C T 社会における雷害対策
	水力施設の防災・維持管理技術
	検査・予測・監視の統合化設備診断技術
	I G C C の燃料種拡大化・高効率化
	低品位燃料の利用技術
	バイオマス／廃棄物高度利用技術
	C O2回収型火力システム
	C O2貯留技術

	環境・エネルギー利用技術
	温暖化の長期予測と適応支援
	暴風雨予測と電力設備の温暖化影響評価
	電化厨房設計支援
	高性能ヒートポンプ
	低損失パワー半導体
	低損失コンパクト電力変換応用機器
	二次電池利用
	高安全リチウム電池
	需要地系統の需給一体化運用・制御
	次世代通信ネットワークシステム
	デマンドレスポンスの評価
	需要地系統と協調した基幹系統の運用
	需要地系統用次世代機器
	エネルギー技術戦略


	基盤技術課題
	社会経済研究所
	システム技術研究所
	原子力技術研究所
	地球工学研究所
	環境科学研究所
	電力技術研究所
	エネルギー技術研究所
	材料科学研究所


	3.主要な新規研究設備
	主要な新規研究設備
	高拘束条件下き裂進展特性評価設備
	大容量電力短絡試験設備－投入開閉器の更新、発電機相分離母線の更新
	電力系統シミュレータの設備更新・増強（第2期）


	4.活動実績
	付表
	研究報告等
	特許登録一覧
	出版物
	外部表彰
	公刊物等一覧
	所在地一覧


	M10024



